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１ 決算の全体像

１

◇歳入は、６，２６９億円。（対前年度比 ＋ 1,104億円）

◇歳出は、６，２１３億円。（対前年度比 ＋ 1,099億円）

◇実質収支は、 １３億円。（対前年度比 △ 2億円）

(単位：億円)

区　　　　分 令和２年度 令和元年度 増 減 額 増 減 率最 終 予 算 額 Ａ 730,434 561,489 168,945 30.1%歳 入 決 算 額 Ｂ 626,857 516,459 110,398 21.4%歳 出 決 算 額 Ｃ 621,255 511,366 109,890 21.5%収 支 差 引額 ( Ｂ －Ｃ ) Ｄ 5,602 5,094 508 10.0%翌 年 度 繰 越 額 Ｅ 68,447 28,606 39,841 139.3%う ち 繰 越 財 源 Ｆ 4,296 3,630 666 18.4%実 質 収 支 ( Ｄ － Ｆ ) Ｇ 1,306 1,464 △ 158 △ 10.8%

（単位：百万円）

注）本資料の数値については、表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある



２ 一般会計 歳入の状況

２

◇主要な一般財源は、臨時財政対策債（△19億円）が減少したものの、地方消費税

清算金（＋93億円）、地方交付税（＋28億円）の増加により、前年度の 3,629億円

から 3,734億円へ 105億円の増。

◇このほか、繰入金（△93億円）が減少したものの、国庫支出金（＋692億円）、

諸収入（＋267億円）、臨時財政対策債を除く県債（＋115億円）の増加などにより、

歳入全体では、1,104億円の増。  　(単位：百万円、％）令和２年度 令和元年度決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ1 121,174 120,762 412 0.32 51,855 42,534 9,321 21.93 21,108 20,677 431 2.14 930 1,412 △ 482 △ 34.15 159,594 156,833 2,762 1.86 326 306 21 6.77 663 534 129 24.28 7,147 7,655 △ 508 △ 6.69 131,530 62,312 69,218 111.110 810 771 39 5.111 376 209 168 80.312 22,483 31,818 △ 9,335 △ 29.313 5,094 3,210 1,884 58.714 38,542 11,800 26,742 226.615 65,224 55,627 9,597 17.316 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 18,787 20,711 △ 1,924 △ 9.3合 計 626,857 516,459 110,398 21.4373,449 362,929 10,520 2.9

比 較

県 債諸 収 入繰 越 金繰 入 金寄 附 金財 産 収 入国 庫 支 出 金使 用 料 及 び 手 数 料
款　　　　　　別

うち主要な一般財源(1～5､16)

地 方 譲 与 税地 方 消 費 税 清 算 金県 税
分 担 金 及 び 負 担 金交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金地 方 交 付 税地 方 特 例 交 付 金

財産収入810(0.1) 地方消費税清算金51,855(8.3) 地方譲与税21,108(3.4)地方交付税 159,594(25.5)
繰入金22,483(3.6)

単位：百万円（ ）構成比％諸収入38,542(6.1) その他 5,797(0.9)

使用料及び手数料7,147(1.1) 地方特例交付金930(0.1)

県 税121,174(19.3)県債65,224(10.4)うち臨時財政対策債18,787（3.0）
国庫支出金131,530(21.0)
分担金及び負担金663(0.1)

歳 入

626,857百万円



単位：百万円、［ ］内は令和元年度決算額

県税等県税等県税等県税等

３

・地方財政計画に、地域社会の維持・再生に取り組むための地域社会再生事業費が

新たに計上され、地方交付税と臨時財政対策債の総額が増加したことから、

本県においても増加。

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債

１７８，３８２１７８，３８２１７８，３８２１７８，３８２ ［１７７，５４４］ ＋８３８＋８３８＋８３８＋８３８ ＋０．５％＋０．５％＋０．５％＋０．５％

・県税は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け法人２税は減少したものの、

地方消費税率の引上げにより地方消費税が増となったことなどから４億円の増。

・地方消費税清算金は、地方消費税率の引上げにより９３億円の増。

１９４，１３７１９４，１３７１９４，１３７１９４，１３７ ［１８３，９７３］ ＋１０，１６４＋１０，１６４＋１０，１６４＋１０，１６４ ＋５．５％＋５．５％＋５．５％＋５．５％

Ｒ２ Ｒ元 増減額 増減率

159,594 156,833 2,762 1.8% 　　普通交付税 157,424 154,412 3,013 2.0% 　　特別交付税 2,170 2,421 △251 △10.4% 
18,787 20,711 △1,924 △9.3% 

 地方交付税

 臨時財政対策債

Ｒ２ Ｒ元 増減額 増減率

121,174 120,762 412 0.3% うち個人県民税 48,507 48,644 △137 △0.3% 　　法人２税 21,166 23,304 △2,138 △9.2% 　　地方消費税 17,578 14,839 2,739 18.5% 　　配当割県民税 2,604 2,879 △275 △9.6% 　 　株式等譲渡所得割県民税 2,872 1,654 1,218 73.6% 
51,855 42,534 9,321 21.9% 

21,108 20,677 431 2.1% うち特別法人事業譲与税（Ｒ元：地方法人特別譲与税） 19,417 19,010 407 2.1%  地方譲与税

 県　　税

 地方消費税清算金



単位：百万円、［ ］内は令和元年度決算額

繰入金繰入金繰入金繰入金 ２２，４８３２２，４８３２２，４８３２２，４８３ ［３１，８１８］ △９，３３５△９，３３５△９，３３５△９，３３５ △２９．３％△２９．３％△２９．３％△２９．３％

４

・投資的経費に充当する通常債は、国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急

対策」に呼応し、公共事業を推進したことなどにより、発行額が増加。

なお、県債発行にあたっては、交付税措置がある有利な地方債を活用。

令和２年度末県債残高 9,793億円（令和元年度末 10,027億円 △234億円）

令和２年度末県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額

3,577億円（令和元年度末 3,605億円 △ 27億円）

県県県県 債債債債

６５，２２４６５，２２４６５，２２４６５，２２４ ［５５，６２７］ ＋９，５９７＋９，５９７＋９，５９７＋９，５９７ ＋１７．３％＋１７．３％＋１７．３％＋１７．３％

うちうちうちうち通常債通常債通常債通常債 46,43646,43646,43646,436［34,916］ ＋＋＋＋11,52011,52011,52011,520 ＋＋＋＋33.0%33.0%33.0%33.0%

臨時財政対策債（再掲）臨時財政対策債（再掲）臨時財政対策債（再掲）臨時財政対策債（再掲）

18,78718,78718,78718,787［20,711] △△△△ 1,9241,9241,9241,924 △△△△ 9.3%9.3%9.3%9.3%

・奈良県コンベンションセンター等整備の完了やなら歴史芸術文化村整備の進捗などにより、

地域・経済活性化基金繰入金が減少（△12,553）。

・県債管理基金繰入金を活用した臨時財政対策債の繰上償還を増額（＋5,000）。

諸収入諸収入諸収入諸収入 ３８，５４２３８，５４２３８，５４２３８，５４２ ［１１，８００］ ＋２６，７４２＋２６，７４２＋２６，７４２＋２６，７４２ ＋２２６．６％＋２２６．６％＋２２６．６％＋２２６．６％

・奈良県道路公社からの清算金（28,207）を受け入れたことなどにより増加。

１３１，５３０１３１，５３０１３１，５３０１３１，５３０［６２，３１２］ ＋６９，２１８＋６９，２１８＋６９，２１８＋６９，２１８ ＋１１１．１％＋１１１．１％＋１１１．１％＋１１１．１％

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（37,121）、新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金（18,248）、生活福祉資金貸付事業費補助金（8,044）などを

積極的に活用。

・国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に呼応し、公共事業を推進した

ことなどから、普通建設事業にかかる国庫支出金が増加（＋6,716）。

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金



５

３ 一般会計 歳出の状況

（１） 性質別

◇義務的経費は、人件費が減少したものの、公債費が増加したことなどにより、

前年度の 2,503億円から 2,567億円に増加（＋64億円）。

◇投資的経費は、災害復旧事業費が減少したものの、普通建設事業費が増加した

ことにより、前年度の 866億円から 910億円に増加（＋44億円）。

◇一般施策経費は、奈良県道路公社清算金収入の一部を地域・経済活性化基金

に積立てたことや、新型コロナウイルス感染症対策を実施したことなどにより、

前年度の 1,745億円から 2,736億円に増加（＋991億円）。      (単位：百万円、％）令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増減額(Ａ－Ｂ) Ｃ 増減率　Ｃ／Ｂ144,854 145,264 △ 410 △ 0.3う ち 退 職 手 当 13,712 13,703 9 0.1う ち 退 職 手 当 以 外 131,142 131,561 △ 419 △ 0.315,563 15,449 114 0.796,274 89,554 6,720 7.5256,691 250,267 6,424 2.688,582 82,885 5,697 6.9補 助 事 業 費 52,759 43,848 8,911 20.3単 独 事 業 費 23,764 29,252 △ 5,488 △ 18.8国直轄事業費負担金 12,059 9,785 2,274 23.22,374 3,712 △ 1,337 △ 36.090,957 86,597 4,360 5.017,826 15,067 2,759 18.34,927 4,392 536 12.2194,552 131,046 63,507 48.5う ち 県 税 交 付 金 等 49,032 39,665 9,367 23.637,286 5,926 31,361 529.2152 594 △ 442 △ 74.41,376 1,250 126 10.117,487 16,228 1,259 7.8273,608 174,502 99,106 56.8621,255 511,366 109,890 21.5

区　　　　分人 件 費 比　　　　　較扶 助 費公 債 費
（ 投 資 的 経 費 ） 小 計普 通 建 設 事 業 費（ 義 務 的 経 費 ） 小 計災 害 復 旧 事 業 費
（ 一 般 施 策 経 費 ） 小 計合 計貸 付 金
物 件 費維 持 補 修 費補 助 費 等繰 出 金投 資 及 び 出 資 金積 立 金

人件費144,854(23.3) 扶助費 15,563(2.5)公債費96,274(15.5)普通建設事業費等90,957(14.6)
補助費等194,552(31.3)

積立金・投資及び出資金37,439(6.0) 物件費その他 40,241(6.5)
歳 出

621,255百万円

貸付金 1,376(0.2) 単位：百万円（ ）構成比％



H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2201 235 152 156 151 155 143 139 137 137
・退職手当は、退職者数の増により、増加。

【参考】退職手当決算額の推移 （単位：億円）
・退職手当以外については、教職員定数の見直し等により、減少。

職員定数 △３０人（知事部局等 ±０人 教職員 △３０人 警察 ±０人）

・自主的な給与抑制措置は引き続き実施。

給与抑制措置 特別職 知事 △１０％、副知事・教育長 △５％、常勤監査委員 △４％一般職 部・次長級△3.0％、課長級△2.0％、小規模長級△0.5％

単位：百万円、［ ］内は令和元年度決算額

人件費人件費人件費人件費

１４４，８５４１４４，８５４１４４，８５４１４４，８５４ ［１４５，２６４］ △４１０△４１０△４１０△４１０ △０．３％△０．３％△０．３％△０．３％

うち退職手当うち退職手当うち退職手当うち退職手当 13,712 13,712 13,712 13,712 ［ 13,703］ ＋＋＋＋ 9   9   9   9   ＋＋＋＋0.1%0.1%0.1%0.1%

退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 131,142 131,142 131,142 131,142 ［131,561］ △△△△419   419   419   419   △△△△0.3%0.3%0.3%0.3%

公債費公債費公債費公債費

９６，２７４９６，２７４９６，２７４９６，２７４ ［８９，５５４］ ＋６，７２０＋６，７２０＋６，７２０＋６，７２０ ＋７．５％＋７．５％＋７．５％＋７．５％

うち元金うち元金うち元金うち元金 91,170  91,170  91,170  91,170  ［83,268］ ＋＋＋＋7,9027,9027,9027,902 ＋＋＋＋ 9.5%9.5%9.5%9.5%

利子利子利子利子 5,104  5,104  5,104  5,104  ［ 6,286］ △△△△1,1831,1831,1831,183 △△△△18.8%18.8%18.8%18.8%

・県債管理基金を活用した臨時財政対策債の繰上償還を増額（＋5,000）したことなどにより、

償還元金は増加。

・借入利率の低下により、利子は減少。

６

➢ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は、

令和元年度決算に比べ、６４億円（６，４２４百万円）の増。

歳出全体に占める構成比は、７．６ポイント低下

（ 令和元年度 ４８．９％ → 令和２年度 ４１．３％）。



・県経済の活性化や県民の安全・安心に資する事業に「選択と集中」を徹底。主要施策を計画的に推進大規模広域防災拠点整備、なら歴史芸術文化村整備、奈良県フォレスターアカデミー開校準備、吉城園周辺地区整備、平城宮跡東側・南側整備、桜井県営住宅建替整備、県立高校耐震化 等国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」(Ｈ30～Ｒ２)に呼応し、公共事業を推進骨格幹線道路ネットワークの形成（国道１６８号香芝王寺道路、枚方大和郡山線等）紀伊半島アンカールートの整備促進（国道１６８号阪本工区、国道１６９号高取バイパス等）（仮称）奈良インターチェンジ周辺の整備（西九条佐保線等）水害、土砂災害、地震などに備え、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策を推進インフラ老朽化対策の計画的な推進 など
・単独事業費は、前年度に奈良県コンベンションセンターが完成したことなどにより減少。

・国直轄事業費負担金は、大和川流域における遊水地整備等を推進したことなどにより増加。

普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

８８，５８２８８，５８２８８，５８２８８，５８２ ［８２，８８５］ ＋５，６９７＋５，６９７＋５，６９７＋５，６９７ ＋６．９％＋６．９％＋６．９％＋６．９％

うち補助事業費うち補助事業費うち補助事業費うち補助事業費 52,75952,75952,75952,759［43,848］ ＋＋＋＋8,9118,9118,9118,911 ＋＋＋＋20.3%20.3%20.3%20.3%

単独事業費単独事業費単独事業費単独事業費 23,76423,76423,76423,764［29,252］ △△△△5,4885,4885,4885,488 △△△△18.8%18.8%18.8%18.8%

国直轄事業費負担金国直轄事業費負担金国直轄事業費負担金国直轄事業費負担金 12,05912,05912,05912,059［09,785］ ＋＋＋＋2,2742,2742,2742,274 ＋＋＋＋23.2%23.2%23.2%23.2%

単位：百万円、［ ］内は令和元年度決算額

７

補助費等補助費等補助費等補助費等 １９４，５５２１９４，５５２１９４，５５２１９４，５５２ ［１３１，０４６］ ＋６３，５０７＋６３，５０７＋６３，５０７＋６３，５０７ ＋４８．５％＋４８．５％＋４８．５％＋４８．５％

・感染症患者のための入院病床確保（18,707）、生活福祉資金貸付原資造成補助金（8,027）、

感染症対応従事者への慰労金（6,672）、制度融資（新型コロナウイルス感染症関連資金）

による中小企業等への支援（6,448）、院内感染防止等のための支援金（4,121）、

市町村が行う商品券等発行事業への上乗せ支援（1,883） など、新型コロナウイルス感染症

対策を実施。

・介護給付費負担金（＋728）、認定こども園施設型給付費等負担金・補助金（＋726）、

障害者自立支援給付費（＋267）、後期高齢者医療制度関係費（＋247） など、引き続き、

社会保障関係経費が増加。

・地方消費税率の引上げに伴う地方消費税市町村交付金（＋4,677）や地方消費税清算金

（＋3,430）の増などにより、県税交付金等が増加（＋9,154）。

物件費物件費物件費物件費 １７，８２６１７，８２６１７，８２６１７，８２６［１５，０６７］ ＋２，７５９＋２，７５９＋２，７５９＋２，７５９ ＋１８．３％＋１８．３％＋１８．３％＋１８．３％

・新型コロナウイルスに感染した軽症者を受け入れる宿泊療養施設を確保（1,048）したことや、

県民の県内観光を促進する「いまなら。キャンペーン」を実施（791）したことなどにより増加。



８

（２） 目的別

積立金積立金積立金積立金
３７，２８６３７，２８６３７，２８６３７，２８６［５，９２６］ ＋３１，３６１＋３１，３６１＋３１，３６１＋３１，３６１ ＋５２９．２％＋５２９．２％＋５２９．２％＋５２９．２％

・奈良県道路公社清算金収入の一部を地域・経済活性化基金に積立てた（25,818）ことや、

新型コロナウイルス感染症対応中小企業金融支援基金を創設（5,000）したことなどにより

増加。

単位：百万円、［ ］内は令和元年度決算額

歳 出

621,255百万円

教育費 107,160(17.2)

県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費73,706(11.9)
公債費96,380(15.5)

福祉保険費91,326(14.7)
総務費48,286(7.8)

警察費 28,906(4.7)食と農の振興費 9,079(1.5)産業・観光振興費 22,753(3.7)文化・教育・くらし創造費 36,859(5.9)
雇用政策費 1,096(0.2)水循環・森林・景観環境費 8,539(1.4) 議会費 1,014(0.2)災害復旧費 2,372(0.4) 単位：百万円（ ）構成比％

諸支出金49,164(7.9)
医療政策費44,616(7.2)

 (単位：百万円、％）令和２年度 令和元年度決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ議 会 費 1,014 1,047 △ 33 △ 3.1総 務 費 48,286 18,263 30,023 164.4文化・ 教育・ くらし創 造費（ Ｒ 元 ： 地 域 振 興 費 ） 36,859 25,308 11,551 45.6福 祉 保 険 費 91,326 89,603 1,723 1.9医 療 政 策 費 44,616 12,379 32,237 260.4水循環・森林・景観環境費（ Ｒ 元 ： く ら し 創 造 費 ） 8,539 3,807 4,732 124.3雇 用 政 策 費 1,096 1,023 73 7.1食 と 農 の 振 興 費（ Ｒ 元 ： 農 林 水 産 業 費 ） 9,079 12,429 △ 3,350 △ 27.0産 業 ・ 観 光 振 興 費（ Ｒ 元 ： 産 業 振 興 費 ） 22,753 3,843 18,909 492.0県 土 マ ネ ジ メ ン ト 費 73,706 75,335 △ 1,630 △ 2.2警 察 費 28,906 29,089 △ 183 △ 0.6教 育 費 107,160 105,905 1,255 1.2災 害 復 旧 費 2,372 3,691 △ 1,319 △ 35.7公 債 費 96,380 89,660 6,721 7.5諸 支 出 金 49,164 39,984 9,180 23.0予 備 費 0 0 0 0.0合 計 621,255 511,366 109,890 21.5

比 較款　　別



◇実質収支 令和２年度 13億6百万円 ← 令和元年度 14億64百万円

(△1億58百万円)

◎県債残高総額は、ピーク時から約900億円減少し、1兆円を下回る水準。

令和２年度末 9,793億円 ← 平成26年度末 10,700億円 （△907億円）

◎交付税措置のない県債残高は、平成23年度末から約800億円減少。

令和２年度末 3,577億円 ← 平成23年度末 4,384億円 （△807億円）

◎交付税措置のない県債残高の県税収入額に対する割合は、大きく改善。

令和２年度末 3.0倍 ← 平成23年度末 4.3倍

４ 収支及び県債等の状況

９

(単位：百万円)

令和２年度 令和元年度

決　算　額 決　算　額

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ

ａ 382,273 372,242 10,031 

8,825 9,314 △ 489 

ｂ 377,002 368,197 8,805 

ｃ 5,272 4,045 1,226 

ｄ 3,966 2,582 1,384 

1,306 1,464 △ 158 実 質 収 支 ( ｃ － ｄ )

増　減　額

区 分

10,520 

そ の 他

362,929 373,449 

翌 年 度 繰 越 （ 一 般 財 源 ）

歳 入 （ 一 般 財 源 ）

歳 出 （ 一 般 財 源 ）

差 引 （ ａ － ｂ ）

主 要 な 一 般 財 源県税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債
（参考）決算額一般財源内訳



参考資料①

4.2倍 3.9倍 3.8倍 3.4倍 3.4倍 3.1倍 3.1倍 3.0倍 3.0倍倍倍倍

交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移

約８００億円減少約８００億円減少約８００億円減少約８００億円減少

交付税未措置額／県税収入額

（億円）

比率が改善比率が改善比率が改善比率が改善

4.3倍倍倍倍
１０

県債残高総額のピーク県債残高総額のピーク県債残高総額のピーク県債残高総額のピーク
ピーク時から約９００億円減少ピーク時から約９００億円減少ピーク時から約９００億円減少ピーク時から約９００億円減少

令和２年度末に１兆円を下回った令和２年度末に１兆円を下回った令和２年度末に１兆円を下回った令和２年度末に１兆円を下回った

県債残高総額の推移（億円）

0



５ 特別会計の状況

１１

(単位：百万円、％）令和元年度最終予算額 歳入決算額 歳出決算額 差 引 歳出決算額 増 減 額 増減率Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D公立大学法人県立医科大学関 係 経 費 12,287 12,009 12,009 0 12,115 △ 105 △ 0.9県 営 競 輪事 業 費 19,825 18,806 18,657 150 13,539 5,118 37.8自動車駐車場及 び 自 動 車乗 降 場 費 179 188 171 17 255 △ 84 △ 33.1母子父子寡婦福 祉 資 金貸 付 金 117 224 55 169 98 △ 43 △ 43.5農業改良資金貸 付 金 70 79 31 47 9 23 261.4中小企業振興資 金 貸 付 金 481 1,305 320 985 370 △ 50 △ 13.6証 紙 収 入 3,274 2,804 2,607 197 3,331 △ 724 △ 21.7流 域 下 水 道事 業 費 － － － － 7,728 皆　　減 皆　減林業改善資金貸 付 金 195 289 93 196 107 △ 14 △ 13.0中央卸売市場事 業 費 936 850 846 4 580 266 46.0公 債 管 理 139,797 139,615 139,615 0 139,345 270 0.2育 成 奨 学 金貸 付 金 110 1,233 63 1,171 76 △ 14 △ 17.9地方独立行政法人県立病院機構関係経費 6,779 6,716 6,716 0 4,988 1,728 34.6国民健康保険事 業 費 126,273 128,077 122,064 6,013 126,215 △ 4,150 △ 3.3合 計 310,323 312,196 303,247 8,949 308,754 △ 5,507 △ 1.8【参　　考】 (単位：百万円、％）令和元年度最終予算額 収入決算額 支出決算額 差 引 支出決算額 増 減 額 増減率Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D収入  12,096支出  10,488収入  13,413支出  13,413

比 較会 計 名 令 和 ２ 年 度

公 営 企 業会 計(収益的収支) 令 和 ２ 年 度 比 較
－ 皆　　増 皆　増流 域 下 水 道事 業 費 13,203 12,595 608水道用水供給事 業 費 12,384 9,830 2,554 9,416 415 4.4



◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等

を算定。

一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。

◇本県の指標は、いずれも基準をクリア。

６ 財政状況の指標（速報値）

１２

公営企業の資金不足比率公営企業の資金不足比率公営企業の資金不足比率公営企業の資金不足比率

※今後の精査により、数値に異動が生じることがあります。

健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率

R２ R元 経営健全化基準―(△243.5%) ―(△225.1%)―(△33.5%) ―(△65.5%)―(△0.8%) ―(△2.1%)　※　資金不足がないため、（　　）内に資金剰余の比率を△で表している　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等
20% 中央卸売市場事業 水道用水供給事業 流域下水道事業 資金不足比率　・公営企業ごとの資金不足の比率

R２ R元 早期健全化基準 財政再生基準「 － 」(△0.46％) 「 － 」(△0.52％) 3.75% 5%「 － 」(△10.46％) 「 － 」(△9.20％) 8.75% 15%8.5% 8.7% 25% 35%137.4% 156.0% 400% ―　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で表している　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の　  実質赤字の比率 連結実質赤字比率　・全ての会計の実質赤字の比率 実質公債費比率　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率 将来負担比率　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき    実質的な負債を捉えた比率



１３

県税の状況

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

県 税 の 推 移（百万円）

利子割県民税 法人関係税
その他115,499102,614

個人県民税

※R２までは決算額、R３は６月補正後現計予算額121,174 118,300104,332 107,758106,916 116,508 121,032 120,030 120,762

20.9 21.1 23.8 27.7 27.5 27.0 28.8 30.8 31.3 30.2 25.533.2 34.3 34.0 33.7 34.5 34.5 34.7 35.4 35.9 36.1 34.6
15.3 15.5 15.6 18.7

32.3 29.4 29.6 33.0 31.9 38.5 40.037.7% 33.8% 33.1% 36.5% 37.4% 37.3% 37.6% 40.0% 40.1% 37.1% 34.9%

0.05.010.0
15.020.025.030.035.040.045.0

0%5%10%15%20%25%30%35%40%45%

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３年 度

自主財源の割合、県民１人あたり地方消費税・法人２税・個人県民税の推移法人２税 個人県民税 地方消費税 自主財源比率 千円／人※Ｒ２までは決算ベース、Ｒ３は６月補正後現計予算ベース

自主財源の割合：県税（地方消費税清算後）、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合計額が歳出総額に占める割合

参考資料②



１４

公債費の状況

742 760 771 777 784 800 787 880 896 963 823
15.0 16.4 16.3 16.1 15.7 16.7 16.3 17.7 17.5 15.5 14.6

0.02.04.0
6.08.010.0
12.014.016.018.020.0

02004006008001,0001,200

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

公債費の推移公債費歳出に占める公債費の割合 ※ Ｒ２までは決算額、Ｒ３は６月補正後現計予算額の借換（％）（億円）

H30・R1・R2は、県債管理基金を活用した臨時財政対策債の繰上償還（H30：100億円、R1：100億円、R2：150億円）を実施
基金の状況

180 183 186 225 239 255 265 254 241 239 203333 350 392 442 481 485 487 388 290 138 138
875 832 938 927 938 910 981 982 836 1,139 1,067

01002003004005006007008009001,0001,1001,200

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

基 金 残 高 の 推 移財政調整基金 県債管理基金 特定目的基金（億円）

※Ｒ２までは決算額、Ｒ３は６月補正後現計予算額



１５

（１）義務的経費の状況

歳出の状況

【人件費の推移】 （単位：億円）Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３人件費 1,616 1,607 1,440 1,500 1,478 1,477 1,469 1,459 1,453 1,449 1,444＜Ｒ１→Ｒ２ 　△4、△0.3％＞　うち退職手当 201 235 152 156 151 155 143 139 137 137 119＜Ｒ１→Ｒ２ 　＋0、＋0.1％＞　うち退職手当以外 1,415 1,372 1,288 1,344 1,327 1,322 1,326 1,320 1,316 1,311 1,325＜Ｒ１→Ｒ２ 　△4、△0.3％＞※　Ｒ２までは決算額、Ｒ３は６月補正後現計予算額

(1,616) (1,607) (1,440) (1,500) (1,478) (1,477) (1,469) (1,459) (1,453) (1,449) (1,444)
(137) (133) (135) (138) (145) (146) (150) (150) (154) (156) (172)(742) (760) (771) (777) (784) (800) (787) (880) (896) (963) (823)
2,448 2,145 2,390 2,403 2,595 2,378 2,434 2,493 2,611 3,646 3,182
50.5 53.8 49.5 50.1 48.1 50.5 49.7 50.0 48.9 41.3 43.4

0.05.0
10.015.020.025.030.035.040.045.050.055.060.0

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

その他の経費(公債費)(扶助費) 義務的経費(人件費)義務的経費決算額の構成比（億円） （％）義務的経費の構成比
4,736 5,0014,818 4,801 5,1144,943 4,645

※ Ｒ２までは決算額、Ｒ３は６月補正後現計予算額
2,4232,345 2,4062,416 2,4892,5002,495 2,406

4,839

2,439

4,982

2,503

5,6216,213

2,567



（２）主な社会保障関係経費の状況

（３）普通建設事業の状況

１６

11,840 12,688 13,380 14,205 14,456 14,750 15,083 15,472 16,132 16,859 16,70612,628 13,186 14,068 14,434 15,062 15,856 16,497 17,110 17,992 18,239 18,7683,534 4,007 4,350 4,722 5,144 5,457 5,823 6,197 6,550 6,818 6,9222,903 3,323 3,324 3,272 3,212 3,150 3,078 3,008 2,929 2,866 2,83810,255 11,844 11,754 12,491 13,174 13,042 12,753 12,750 12,692 12,709 11,9985,240 5,342 5,426 5,589 5,824 5,647 5,685 5,505 5,397 5,139 5,077

010,00020,00030,00040,00050,00060,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

（百万円） 生活保護費国民健康保険関係事業費児童手当（子ども手当）負担金障害者自立支援給付費後期高齢者医療制度関係費介護給付費負担金50,390 54,713 60,042

※ Ｒ２までは決算額、R３は６月補正後現計予算額

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等及び繰出金
46,400 52,302 57,90256,872 58,919 61,692 62,630 62,309

40,359 44,291 52,689 43,950 44,067 39,241 39,016 36,390 43,848 52,759 39,332
12,138 10,483 9,794 15,198 14,057 19,489 14,422 18,291 29,252 23,764 28,25311,186 10,010 6,960 7,438 9,744 10,131 8,814 14,162 9,785 12,059 12,13613.0 14.0 14.7 13.8 13.5 14.4 12.9 13.8 16.2 14.3 14.2

0.02.04.0
6.08.010.0
12.014.016.0
18.020.0

020,00040,00060,00080,000100,000120,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

直轄事業単独事業補助事業歳出全体に占める割合 （％）（百万円）
63,683 69,443 66,586 62,25264,784

※ Ｒ２までは決算額、Ｒ３は６月補正後現計予算額
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